
平成２２年度 産業廃棄物税充当事業一覧

事業名 事業の概要 事業の実績 担当課

環境教育推進・ごみゼロ啓発事業費 1,188,485 地球温暖化対策課

山形エコアクション２１認証取得促進事業費 山形エコアクション２１認証取得事業所への助成（新規） 1,265,000 地球温暖化対策課

環境科学推進事業費 ・ベンゼン及びその分解生成物の同時分析法の確立 1,248,190 地球温暖化対策課

地球温暖化対策推進体制整備事業費 温室効果ガス排出量算定システムの設計委託 2,467,500 地球温暖化対策課

省エネルギー対策推進事業費 444,400 地球温暖化対策課

新エネルギー導入促進事業費 461,698 地球温暖化対策課

循環型社会形成推進事業費 7,201,736 循環型社会推進課

環境に優しい農業推進事業費 推進体制の整備・機能強化 107,830 エコ農業推進課

廃棄物適正処理・３Ｒ推進事業費 380,628

小　　計 14,765,467

循環型産業創出育成事業費 5,023,556 循環型社会推進課

基盤整備・拠点形成推進事業費 8,599,293 循環型社会推進課

循環型マーケット形成推進事業費 4,519,400 循環型社会推進課

4,068,892 循環型社会推進課

県産砕石粉製品化推進事業費 砕石粉のリサイクル実用化試験 649,775 工業振興課

バイオマスタウン構築推進事業費 農林水産分野におけるバイオマスの利活用の推進 298,364 新農業推進課

低コスト飼料製造流通モデル事業費 ・２地区　事業実施 3,058,865 畜産課

製材廃材等エネルギー利用促進事業費 木質バイオマスエネルギー利用推進に向けた、ペレットストーブ設置経費の補助 ・６市町　設置台数２７台 1,350,000 森林課

酒田港リサイクルポート振興事業費 リサイクルポートに指定されている酒田港をＰＲするセミナー等の実施 875,000 空港港湾課

木質ペレット燃料利用促進事業費 2,211,699

最上エコポリス環境フェア開催事業費 ３Ｒを啓発するための講演会等の開催 444,280

最上新エネルギー利活用推進事業 新エネルギー導入事例集の作成及び未利用エネルギー利活用の検討 249,509

最上バイオマスバレー推進事業費 430,704

庄内地域環境リサイクル産業支援事業費 749,389

小　　計 32,528,726

2,186,732 地球温暖化対策課

化学物質対策事業費 排水適正管理推進員の活動経費 131,011 水大気環境課

ダイオキシン類対策事業費 ダイオキシン類に係る排ガス・排水等検査 7,993,000 水大気環境課

産業廃棄物最終処分場設置指導事業費 2,000,900 循環型社会推進課

不法投棄未然防止等対策事業費 18,838,149 循環型社会推進課

ＰＣＢ廃棄物対策事業費 752,386 循環型社会推進課

不法投棄等の監視・指導を行う廃棄物適正処理監視員の配置 10,208,056 循環型社会推進課

小　　計 42,110,234

徴税経費

徴税管理運営費（事務費のみ） 事務費 ・事務費 3,963

税政課

産業廃棄物税特別徴収交付金 産業廃棄物税特別徴収交付金 ・産業廃棄物税特別徴収義務者交付金 3,235,000

小　　計 3,238,963

合　計 92,643,390

ごみゼロや
まがた推進
プラン施策の
柱

産業廃棄物税充当
額(円）

資源循環型
社会システ
ムの形成

①環境アドバイザーの派遣 
②環境リーダー養成講座の開催 
③環境学習支援団体の認定

①環境アドバイザーの派遣　５０回
②環境リーダー養成講座の開催　４回　参加者５４名
③環境学習支援団体の認定　３団体（累計２４団体）　

・14社に助成。

鉱油類による土壌・地下水汚染地の微生物分解に関する研究

・山形県内の温室効果ガス排出量算定システムの算定方式の見直し、新シス
テムの構築

①事業所のＣＯ２削減の推進
②エコスタイルチャレンジの実施

①H20～H22までの参加事業所192、削減目標総量が累計で180,240トン
②夏のエコスタイル登録731件、冬のエコスタイル登録620件

①国内排出量取引制度アドバイザー派遣 
②新エネ、省エネ出前講座の開催

①国内排出量取引アドバイザー派遣　２件
②省エネ・新エネ出前講座の実施　計３７回実施（２,３７７名受講）

①ごみゼロやまがた推進プランの進行管理及び県民活動の展開
②山形県循環型社会形成推進計画の見直し

・「ごみゼロやまがた推進県民会議」の開催　総会(５月）、専門部会（２月） 
・ごみゼロやまがた県民運動の実施　
　　街頭啓発活動：県内４箇所、もったいないやまがた７８０大会：県内２箇所
・ごみゼロモデル事業の実施　　継続１地区、新規２地区
・「山形県循環型社会形成推進計画」の見直しのための廃棄物実態調査の
　　実施

・山形県農業用使用済プラスチック適正処理推進協議会(３月)
・適正処理推進運動の実施（１１月）
・市町村適正処理推進協議会における回収・処理状況の実態調査（８月）

①環境学習会の開催
②不法投棄防止の普及啓発アイデア・ポスターの募集

①環境学習会の開催
　8/2(長井会場39名)、8/4(米沢会場35名)
②不法投棄防止の普及啓発アイデア・ポスターの募集
　アイデア部門(13作品)、ポスター部門(152作品)
　入賞作品の展示 ごみゼロやまがた環境展、
  置賜総合支庁庁舎、大型商業店舗等

置賜総合支庁
環境課

資源の循環
を担う産業の

振興

①事業評価委員会の開催
②３R研究開発事業費への補助
③循環型産業を担う人材の育成
④３R推進環境コーディネーター活動経費⑤高校生環境ものづくり発表会の開
催

・山形県循環型産業事業評価委員会の開催 2回
・３Ｒ研究開発事業費補助金交付 2件
・トップセミナーの開催 1回（10/18）
・環境・循環型交流プラザの開催（2/2）
・循環型産業アドバイザーの派遣 10回
・３Ｒ推進環境コーディネーターの配置 2名
・高校生環境ものづくり発表会の開催（11/13、14）

①循環型産業施設等整備への補助
②地域ゼロエミッションの推進

・循環型産業施設整備事業費補助金交付 2件
・ゼロエミッション推進セミナーの開催（8/2山形、11/16米沢）

①リサイクル製品認定制度・リサイクルシステム認証制度の実施
②ごみゼロやまがた環境展・環境ビジネス商談会の開催

・リサイクル製品認定制度 新規認定4製品(累計50製品）
・リサイクルシステム認証制度 新規認証1システム（累計6システム）
・リサイクル認定製品等普及セミナーの開催 4回
・リサイクル認定製品活用推進会議の開催 1回
・ごみゼロやまがた環境展2010の開催（10/2～10/3）
　出展企業・団体数45（主催団体含む）、約2万人来場

報酬職員費
（３R推進環境コーディネーター）

県内企業に対し、３R推進等の環境に関する必要な情報の提供や助言、課題解
決の橋渡し等を行なう３R推進環境コーディネーターの配置　

・３Ｒ推進環境コーディネーターの配置 2名（再掲）

・県内の砕石・砂利製造業において、副産物として産出する砕石粉の有効利用
を図るため、砕石粉を原料とした釉薬の開発・普及と、砕石粉を原料としたコン
クリートの強度を明らかにする試験を実施

・バイオマス関連シンポジウム・セミナー・説明会等における情報収集・提供
・バイオマス先進地視察（北海道）(9/15～16）
・村山地域　地球温暖化防止シンポジウムの開催（1/30 )
・最上地域　バイオマスフォーラムの開催(12/11)
・置賜地域　おいたまグリーンシンポジウムの開催（11/25）
・庄内地域　再生可能エネルギー推進協議会における勉強会（8～12月）４回
・国の支援制度（地域バイオマス利活用交付金）を活用した市町村の支援など

自給飼料と食品残さ等を活用した低廉な完全混合飼料の生産・流通システム
づくりに対する助成

・｢酒田港ポートセミナー｣の開催
　7／9　215名参加
・｢能代港・姫川港・酒田港合同リサイクルポート勉強会｣の開催
　11／9・11／10　3港で82名参加　

農業分野及び民生分野における木質バイオマスエネルギー利用促進による地
域資源の循環利用

①民間農業用ペレット加温機のモニター設置（新規3件、継続1件）及びデータ
　 収集、 報告会の開催（3/10）
②民間普及団体と連携した普及啓発活動の実施
③仙山交流による普及啓発活動の実施

村山総合支庁
森林整備課

・環境フェアの開催（１２/１８）
最上総合支庁
環境課

・もがみ自然エネルギー等利活用検討委員会の開催（８/６、２/１）
・最上地域自然エネルギー等導入事例集の作成（５００部）

最上総合支庁
環境課

①バイオマスフォーラムの開催
②最上地域木質ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾈﾙｷﾞｰ利用研究会の開催

・第9回最上地域バイオマスフォーラム開催（H22.12.11)
・第12回最上地域木質バイオマスエネルギー利用研究会開催（H23.2.10)

最上総合支庁
産業経済企画課

①庄内リサイクル環境産業展の開催
②グリーンコンシューマー育成事業

①庄内環境産業展
　日程：10／16・17、 会場：鶴岡駅前マリカ東館、出展企業数：25、
　来場者数：約1,300人
②庄内地域環境リーダー養成講座
　日程：1／29、会場：鶴岡駅前マリカ西館、参加者数：38人　　　

庄内総合支庁
環境課

廃棄物の適
正な処理に
よる環境負
荷の低減

報酬職員費
（排水適正管理推進員）

汚泥等の減量・リサイクル及び廃水処理施設の適正管理を指導する排水適正
管理推進員の設置

・排出事業者等への巡回指導　１１３件
・排水処理施設自主管理要綱の策定（改訂）指導　１１件
・排水処理施設の機能検査及び改善指導　２件

・各総合支庁環境課の水質汚濁防止法に基づく事業場の立入検査時に、排水
適正管理推進員が同行し、排水の適正化、汚泥の減量化などについて指導す
るとともに、事業場の排出水自主管理要領策定などについて相談を受けた。

・廃棄物焼却炉等の特定施設に立入検査するとともに、特定施設の排ガス・排
出水及び産業廃棄物最終処分場放流水中のダイオキシン類を行政検査し、排
出基準遵守等について指導した。

①最終処分場監視活動の強化
②産業廃棄物処理施設審査会の開催

・3部会で延べ60回立入検査を実施（維持管理状況、工事施工状況等確認）　　 
・技術審査会の開催〔2/18）　　
・技術検討委員会の開催（10/14）

①不法投棄防止対策協議会の活動支援
②広域連携合同監視事業の実施
③不法投棄監視協定の締結・廃棄物適正処理監視員によるパトロール
④監視指導のマンパワーアップ・監視カメラの設置

・4地区不法投棄防止対策協議会のパトロール　５月、10月実施　
・山形県産業廃棄物不適正処理防止対策等連絡協議会の開催〔7/23） 　
・ｽｶｲﾊﾟﾄロールの実施〔6/1、10/5）　
･一斉検問の実施（10/6）　　
・不法投棄防止協力協定の締結〔10/5、11/8）

①ＰＣＢ広域協議会への出席・ＰＣＢ廃棄物運搬に係る連絡調整
②環境モニタリングの実施

･PCB広域協議会への参加（7/26～27、12/21～22）　
・環境モニタリングの実施（大気5地点（4～12回/年）、水質2地点（2回/年）、底
質1地点（1回/年）　
・PCB廃棄物運搬に係る連絡協議会に出席（8/10　）

報酬職員費
（廃棄物適正処理監視員報酬）

・廃棄物適正処理監視員を各総合支庁に配置（村山2名、最上・置賜・庄内各1
名）
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